
Iwate Prefecture

資料２－1 県内の⼈⼝の動向等について

第６回 持続可能で希望ある岩⼿を実現する⾏財政研究会
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岩⼿県政策企画部
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0-1 分析目的と分析結果の概要

図１ 合計特殊出⽣率（15〜49歳の出⽣率を積み上げ）
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１ Ｒ３⼈⼝減少対策ＷＧの分析結果の振り返り
(1) 本県の出⽣数の減少は、他県（同程度の⼈⼝規模７県）と⽐較して、合計特殊出⽣率の低下の影響が⼤きい。（⼥性⼈⼝の
減少は８県で共通）

(2) 「25〜29歳」の⼥性⼈⼝の減少に社会減が強く影響
(3) 「25〜29歳」「30〜34歳」の出⽣率は８県の中で低位。特に「30〜34歳」は最下位。
(4) 婚姻件数の減少率（2014→2019）は、８県の中で悪い⽅から２番⽬（最下位は⻘森県）。
(5) 通勤・仕事・家事・育児の合算時間は、本県の⼥性が最⻑（620分。最短愛媛県525分）。

⇒ 産業・働き⽅に加え、⼦育てを⽀える⽂化を含む地域づくりが必要。

２ 今回の分析⽬的：当⾯重点的に検討すべき施策の⽅向性

①出⽣数
・2021年は6,481⼈。
2000年から約５割減、
2010年から約３割減。
・本年１〜４⽉の出⽣
数は対前年同期⽐で
12％減。

②⼥性⼈⼝
・2020年の若年⼥性⼈
⼝（25〜34歳）は
48,685⼈。2000年から
４割減。減少理由は、
⾃然減と社会減。
・⼩規模⾃治体の若年
⼥性⼈⼝の⽐率が低
い。

③社会増減
・コロナ禍における若
年層の社会減は縮⼩傾
向だが、地域で違いが
⾒られる。

・東京圏の若年層の地
⽅移住への関⼼の⾼ま
りが⾒られる。

④有配偶率
・2020年の30〜34歳の有配偶率は
59.3％。2000年と⽐較して約11ポ
イント低下。
・コロナ禍で婚姻率が低下。
（2019年3.7‰→2021年3.1‰）

・コロナ禍で若年層の結婚への関
⼼の⾼まりが⾒られる。

⑤有配偶出⽣率
・2020年の15〜
49歳の⼈⼝千⼈
当たりの有配偶
出⽣率は67.7％。
2010年から4.5ﾎﾟｲ
ﾝﾄ低下

⑥合計特殊出⽣率
・2021年の合計特殊出⽣
率は1.3で2015年1.49から
0.19低下

※先⾏の研究結果では、出⽣率の低下の
主な要因は、⾮婚化、晩婚化であり、近
年は有配偶出⽣率も低下。
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1 出生数の減少 〈自然減〉
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2 若年女性の減少 〈自然減〉
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※Ｒ４.1〜４の出⽣数は対前年同期⽐▲12.3%

2000年を100とすると、2020年
の25〜34歳の⼥性⼈⼝は「60」
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3-1 有配偶率 〈自然減〉

3-2 未婚率 〈自然減〉
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未婚率は上昇傾向
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4 有配偶出生率（15～49歳） 〈自然減〉

3-3 平均初婚年齢 〈自然減〉
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厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」

合計特殊出⽣率 婚姻率
（⼈⼝千⼈当たり）

5 コロナ禍の婚姻率 〈自然減〉

▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄ

6 結婚への関心の変化（未婚者） 〈自然減〉※2019年12⽉（感染症拡⼤前）からの変化を質問

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（2021年11⽉11⽇発表）

＜2020⇒2021＞
・本県合計特殊出⽣率は▲0.2ポイント（国は▲0.3ポイント）
・本県婚姻率は▲0.2ポイント（国は▲0.2ポイント）

20〜30代未婚者にお
いて結婚への関⼼が
⾼まっている

▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄ



7岩⼿県調査統計課「岩⼿県⼈⼝移動報告年報」

8-1 コロナ禍における社会増減（15～34歳） 〈社会増減〉
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8-2 コロナ禍における社会増減（15～34歳の男女）〈社会増減〉
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9 コロナ禍における県外からの移住者数 〈社会増減〉

定住推進・雇⽤労働室調べ

（⼈）
+394

県外からの移住者数は増加傾向



10内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（2021年11⽉11⽇発表）

10 地方への移住の関心 〈社会増減〉
東京圏（全年齢）

東京圏（20代） 東京圏在住者における地⽅への
移住の関⼼が⾼まっている
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総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」

11 東京からの地方への人の流れ 〈社会増減〉
岩⼿県、東北６県、東京都、東京圏、東京圏（東京都除く）における社会増減の推移（⽇本⼈移動）

12 地域別テレワークの実施状況 〈社会増減〉

・地⽅圏は、三⼤都市圏（東京圏、名古屋圏、
大阪圏）以外の北海道と35県。
・東京都23区は、東京圏の内数。
（東京圏：東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県、
名古屋圏：愛知県、三重県、岐⾩県、
⼤阪圏：⼤阪府、京都府、兵庫県、奈良県）

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（2021年11⽉11⽇発表）

東京都の社会増は縮⼩しているが、
東京圏（東京都以外）は増加

テレワーク実施率は全国的に上昇傾向
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13 地方移住への関心と不安（東京圏） 〈社会増減〉

■ 地方移住への関心理由

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」（2021年11⽉11⽇発表）

■ 地方移住にあたっての懸念

※「特にない」と回答した⼈の割合は前々回
は20.0%、前回は9.5%、今回は10.2%

【１位】
⼈⼝密度が低
く⾃然豊かな
環境に魅⼒を
感じたため

【２位】
テレワークに
よって地⽅で
も同様に働け
ると感じたた
め

【１位】
仕事や収⼊

【２位】
⼈間関係や地域
コミュニティ

【３位】
買物や公共交通
等の利便性



13

岩⼿労働局「新規⾼等学校卒業者の職業紹介状況」、「新規⼤学等卒業者の就職内定状況」

14 県内就職率（高校生・大学生） 〈社会増減〉
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・ 本県の総⼈⼝は、1997年以降減少し続けており、2021年の⼈⼝は120万⼈
・ ⽣産年齢⼈⼝は、ピークである1985年と⽐べ29万⼈減少、年少⼈⼝は、
ピークである1955年と⽐べ39万⼈減少
・ ⽼年⼈⼝は、最も少なかった1935年と⽐べ36万⼈増加

＜総⼈⼝＞
約120万⼈
（2021年）

＜⽣産年齢⼈⼝＞
約65万⼈
（2021年）

＜⽼年⼈⼝＞
約41万⼈
（2021年）

＜年少⼈⼝＞
約13万⼈
（2021年）

総務省「国勢調査」「⼈⼝推計」
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総⼈⼝

⽣産年齢⼈⼝

年少⼈⼝

⽼年⼈⼝
約５万⼈（ボトム）

（1935年）

約52万⼈（ピーク）
（1955年）

約145万⼈（ピーク）
（1960年） 集団就職による

⼈⼝流出

2021年1997年

約96万⼈（ピーク）
（1985年）

IT不況等を背景に、誘致企
業の⼯場の閉鎖、撤退、規
模縮⼩による⼈⼝流出

15 人口の現状①（県全体） 〈参考〉

■ 人口の推移
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・ 本県の⼈⼝減少期は、1960年代、1980年代後半、2000年代から現在までの３つ
➢ 1960年代、1980年代後半：⼀時的に拡⼤した社会減が⾃然増を上回ったため
➢ 2000年以降：社会減と⾃然減が相まって進⾏（本格的な⼈⼝減少期へ）

⾃然増減数

社会増減数

⼈⼝増減数⼀時的に拡⼤した社会
減が⾃然増を上回る

総務省「国勢調査」「⼈⼝推計」「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」、厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」

1980年代後半
1960年代 2000年代〜現在

‐60

‐40

‐20

16 人口の現状②（県全体） 〈参考〉

■ 人口の増減数

社会減と⾃然減が相まって進
⾏（本格的な⼈⼝減少期）
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・ 本県の⾃然増減は、出⽣数の減少、死亡数の増加により、1999年に減少に
転じ、以降は減少数が拡⼤傾向
・ 死亡数は、1980年代後半から増加傾向

岩⼿県「岩⼿県毎⽉⼈⼝推計」

⾃然増減

＜死亡数＞
1980年代後半
から増加傾向

＜⾃然増減＞
1999年に
減少に転じる

出⽣数・死亡数

17 自然増減 〈参考〉

■ 自然増減の推移
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・ 本県の社会増減は、1960年代、1980年代後半、2000年代後半の３つの減少ピーク
・ 2014年から2015年にかけて社会減が拡⼤、2016年にはいったん社会減が縮⼩
・ 2018年には▲5,215⼈と５千⼈を超えたが、2021年には▲2,738⼈

転⼊者数
・
転出者数

社会増減

岩⼿県「岩⼿県毎⽉⼈⼝推計」

-2,738

３つの減少ピーク

S60.9⽉のプラザ合意による
円⾼に端を発する円⾼不況
→職を求めて⾸都圏などへ

IT不況等を背景に、誘致企
業の⼯場の閉鎖、撤退、規
模縮⼩による⼈⼝流出

集団就職による
⼈⼝流出

-5,215 -4,370 -3,872

18 社会増減① 〈参考〉

■ 社会増減の推移
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相関係数：0.72

18

・ ⼈⼝の社会減は雇⽤情勢と関係が深く、本県の有効求⼈倍率が全国平均を
上回ると社会減が縮⼩し、全国平均を下回ると社会減が拡⼤する傾向

社会増減 有効求⼈倍率

岩⼿県「岩⼿県毎⽉⼈⼝推計」、厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」

■ 社会増減数と有効求人倍率の全国差の推移

19 社会増減② 〈参考〉
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・ 社会減は、18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期に顕著。特に、22歳前後
では、⼥性の社会減が⼤きい
・ ⾼校卒業者の希望する進学先、若者の希望に⾒合う就職先の確保が必要

社会増減

岩⼿県「岩⼿県毎⽉⼈⼝推計」
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‐100
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100
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〜男性 ⼥性

（⼈
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転職、転勤

⼤学卒業、就職

進学・就
職

（歳）

年齢別社会増減数2021年（令和３年）

■ 社会増減の推移

20 社会増減③ 〈参考〉



20総務省「国勢調査」、岩⼿県「⼈⼝移動報告年報」※年齢不詳を除く。

・ ⽣産年齢⼈⼝、年少⼈⼝は、2015年と⽐較して、全ての圏域で男⼥ともに減少
・ ⽼年⼈⼝は、沿岸圏の⼥性を除き、増加

・年少⼈⼝の減少率
は、男⼥とも県央圏
の減少率が最も⼩さ
く、県北が最も⼤き
い。

・⽣産年齢⼈⼝は、
県央圏男⼥、県南圏
男性の減少率が⼩さ
い⼀⽅、沿岸圏男性
が最も⼤きい。

21 ４広域圏の人口の状況 〈参考〉

■ 人口移動（世代別、男女別）


